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(百万円未満切捨て)

１．2022年３月期第１四半期の連結業績（2021年４月１日～2021年６月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

営業収益 純営業収益 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年３月期第１四半期 3,657 2.4 3,625 2.3 △195 ― 1,155 227.4 949 34.2

2021年３月期第１四半期 3,571 1.6 3,543 1.6 97 ― 353 6.3 707 141.3
(注)包括利益 2022年３月期第１四半期 1,416百万円(△46.5％) 2021年３月期第１四半期 2,647百万円( ―％)
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年３月期第１四半期 23.83 ―

2021年３月期第１四半期 16.93 ―
　

(注）当社は「従業員向けインセンティブ・プラン」を導入しており、株主資本において自己株式として計上されてい
る「従業員向けインセンティブ・プラン」のために設定された信託に残存する自社の株式は、１株当たり四半期
純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年３月期第１四半期 109,731 59,179 52.8 1,462.16

2021年３月期 107,127 58,346 54.0 1,444.30
(参考) 自己資本 2022年３月期第１四半期 57,952百万円 2021年３月期 57,811百万円
　　

　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年３月期 ― 11.00 ― 21.00 32.00

2022年３月期 ―

2022年３月期(予想) ― ― ― ―
　　

　

３．2022年３月期の連結業績予想（2021年４月１日～2022年３月31日）
金融商品取引業の業績は、経済情勢及び市場環境の変動による影響を大きく受ける状況にあり、通常の業績を適正に
予想し、開示することは極めて困難であります。このような状況において業績予想を開示することは投資家等に誤認
を与える恐れがあるため、当社グループでは通常の業績予想を開示しておりません。それに代えて、四半期及び通期
の業績速報値を、決算数値が確定したと考えられる時点で速やかに開示いたします。

　



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

新規 ―社（社名） ― 、除外 ―社（社名） ―
　

　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無
　

　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

(注）詳細は、添付資料９頁「２．四半期連結財務諸表に関する注記事項 （３）四半期連結財務諸表に関する注記
事項 （会計方針の変更）」をご覧ください。

　

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年３月期１Ｑ 47,525,649株 2021年３月期 47,525,649株

② 期末自己株式数 2022年３月期１Ｑ 7,891,090株 2021年３月期 7,498,290株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年３月期１Ｑ 39,836,508株 2021年３月期１Ｑ 41,804,439株
　

　

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
当社グループの主たる事業は金融商品取引業であり、市場環境の変化により大きく変動する可能性があるため、当
社グループは業績予想の開示を行っておりません。このため、配当予想額についても開示を行わず、期末において
開示が可能になった時点で速やかに開示いたします。

　

　


